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2 分散型まちづくりの陰のコスト 

主任 渡来 美香 

 

私は「分散型まちづくりの陰のコスト」と題しまして、

これまでの上越市のまちづくりをデータから考えてみ

たいと思います。これまでのまちづくりを検証するにあ

たって、見えないコスト「行政コスト・経済的コスト」

という 2つの視点で説明したいと思います。 

現状や変化を分かりやすくとらえるために、ここでは、

合併前の上越市の中心市街地・郊外を対象にします。 

 

 

１.上越市の都市構造 

 上越市の都市構造ですが、上のほうの直江津、下のほ

うの高田が 33 年前に合併しまして、その後、新しい春

日という地区ができました。そこに市役所もありまして、

人口の移動も起こりました。商業機能に関しては、ジャ

スコ、それから日本初のパワーセンターと言われており

ます“ウィングマーケット”ができまして、商業機能も

こちらの方に集中しているという状況です。 

 

２．郊外大型店の立地コスト―地域経済の視点から 

 これを具体的にデータで振り返ってみたいと思いま

す。最初に、郊外大型店の立地コストということで、地

域経済の視点から商業機能を取り上げます。10 年前にで

きました富岡商業地区には、ジャスコとウィングマーケ

ットセンターが立地しており、非常に販売効率もよく、

このため従来の商店街とが非常に弱くなってきたとい

う相対的な関係にあります。 

  

極端ではありますが、左上が富岡商業地区ロードサイ

ド型の店舗で、下が高田商店街です。 

 

 

 

 

 

視視 点点
■ねらい■ねらい

－今後のまちづくりを検討するにあたり、－今後のまちづくりを検討するにあたり、

当市の当市のこれまでのまちづくりを検証これまでのまちづくりを検証することすること
－このとき、－このとき、

地域経営地域経営（（功罪両面功罪両面））の視点から、の視点から、
目に見えないコストを取り上げる目に見えないコストを取り上げる

「行政「行政コストコスト・・経済的コスト経済的コスト」」

■■対対 象象
－－合併前上越市の合併前上越市の「中心市街地「中心市街地・・郊外」郊外」

■■手手 法法
－－行政資料を活用し、数値により把握行政資料を活用し、数値により把握

高高 田田

直江津直江津

ジャスコ、ジャスコ、
パワーセンターパワーセンター

（構造変化）（構造変化）

春日春日

１．小売業の概要１．小売業の概要

富岡商業地区富岡商業地区

大大規模小売店舗規模小売店舗

上越ショッピング上越ショッピング
センターセンター

（ジャスコ上越店ほか）（ジャスコ上越店ほか）

平成８年平成８年

上越ウィング上越ウィング
マーケットセンターマーケットセンター
（日本初のパワーセンター）（日本初のパワーセンター）

平成６年平成６年

←高田

直江津

▲富岡商業地区
ロードサイド店

▼高田商店街
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商業機能の立地に関して、その効果ですが、1点目に、

住民満足度調査（上越市）をみると、平成 7年には商業

機能に対するニーズが比較的上位に位置していました

が、平成 17 年には 8 位になっており、改善の効果がみ

られます。これには大型店の立地効果が働いていると考

えられます。 

 

 

 

 効果の 2 点目としましては、購買力の流出緩和です。

棒グラフの左側は大型店が立地する前で、右側は立地後

の地元購買率のアンケートの結果です。この購買力の流

出の変化をみますと、減少率が立地後には抑えられてい

ますので、大型店の立地によって非常に緩和されている

という傾向が分かります。 

 

 

 

 そういった効果があるということは認められるわけ

ですが、全体的として考えてみると、地域経済全体にと

っては疑問符がつきます。というのも、売場面積は 1988

年から数倍に増加していまして、これに伴って一時期、

年商や従業者数も増加しています。しかし、商店数自体

は減っておりますし、年商自体も最近では落ちてきてい

ます。これは地域経済全体にとって、長い目で見れば実

はマイナスではないかということです。 

 

これを、求心力という点で見ていきたいと思います。

左側が人口、右側が交通量。左から、市全体、高田・直

江津商店街、富岡地区。1995 年から 2000 年の 5 年間の

データです。 

市全体を見ていただくと、人口がほとんど横ばいであ

るのに対して、交通量が若干増えています。真ん中の高

田・直江津商店街を見ますと、人口が横ばいに対して、

交通量が若干減っている。一方、富岡地区では人口が若

干増えていて、それ以上に交通量が激増しています。 

市全体としては、大型店が立地することによって経済

的な押し上げが望まれるわけですが、高田・直江津の交

通量が減って、必然的に富岡地区に移ったという傾向が

読み取れます。 

３３．効果（２）．効果（２） 購買力購買力の流出緩和の流出緩和

上越市の地元購買率の変化状況
（大型郊外店「立地前」「立地後」各10年の比較）
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（出所）消費動向調査より上創研作成

全品目 （買回品） （最寄品）（準買回品）

特に準買回品・
最寄品で目立つ

開業前 開業後

15年間の小売業の変化
（1988年を基準としたときの伸び率：％）
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（出所）「商業統計調査」より上創研作成
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４４．．検証検証（１）（１） 地域経済の「共食い」？地域経済の「共食い」？

近年の人口・交通量の変化
（1995年～2000年）
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（出所）上越市商店街等交通量調査」「国勢調査」より上創研作成
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５５．．検証検証（２）（２） 求心力求心力((人の流れ）の「共食い」？人の流れ）の「共食い」？

自動車

他地域からの

購買力が流入

（県外含む）

２２．効果（１）．効果（１） 市民ニーズの充足市民ニーズの充足

19.319.3８位８位－-22.3 22.3 ５位５位質の高い多様な文化、情報、商品が少ない
（買いたい商品、流行の商品が少ない）

38.9４位27.9 5位26.6 ４位雪が多く降り積もる

22.5６位--31.5 ３位福祉、医療施設が不十分である

19.1９位28.4 4位41.1 ２位道路、下水道など社会的基盤整備の遅れ

41.2２位46.7 1位45.0 １位魅力ある働く場が少ない

平成17年度平成14年度平成7年度項 目 （抜粋）

住民満足度調査結果住民満足度調査結果 （抜粋）（抜粋） （単位：％）
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ただ、この交通量の激増を見ますと、市内の交通量が

単に移っただけではなくて、他地域からの購買力が流入

したという効果もあると思います。広域的な求心力の強

化です。しかし基本的には、高田・直江津から富岡地区

に移った効果が大きいと思われるので、相対的に地域の

経済効果にはつながらず、結果として消費の「共食い」

というふうに表現できると思います。 

 

 若干データが細かくて申し訳ないのですが、これは先

ほど示した地元購買率の中身をみたものです。棒グラフ

の内訳のうち、色の薄い部分が高田・直江津、色の濃い

部分がウイング･ジャスコの付近での購買率です。 

先ほど購買率自体は改善されたとお話しましたが、ウ

イングやジャスコでは、買回り品や準買回り品に関して

は、最近購買率が若干低下傾向にあります。この理由を

考えてみると、消費者が若干飽きているのではないかと

いうことが推測できます。こうした現象を買回り品でカ

バーした結果、総合的に購買率が維持されている結果に

なっています。しかし、10 年ほど前に一度市内でジャス

コが移動し、現在の富岡地区に移転した経緯を考え合わ

せますと、今後、新たな新転地を求めて移っていくこと

も想定されると思います。 

 

 以上を地域経済の視点から考えてみますと、一定の効

果が認められるわけですが、小売業は基本的に地域の住

民を客層とする以上、購買力の奪い合い、つまり共食い

になるということと、その結果、市全体の経済効果につ

ながっていないのではないかということが指摘できる

と思っています。 

 

 

 

３．郊外への人口流出に伴うコスト―公共投資の視点から 

 次に、郊外への人口流出コスト。こちらは行政コスト

の視点からの研究です。 

住民満足度調査の結果、かつて第 2位に“道路・下水

道など社会的基盤整備の遅れ”があげられていました。

これは、宅地の増加など、市民生活の変化にインフラ投

資が追いつかない結果としての不満足と考えると、平成

7年は第 2位でしたが、10 年後の平成 17 年は第 9位。 

６６．．検証検証（３）（３） 早くも地元消費者ばなれ？早くも地元消費者ばなれ？

各地区の地元購買率の変化
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（出所）「商業統計」より上創研作成

（％）

買回品 準買回品 最寄品全品目

ウイング・
ジャスコ
付　近

高田・
直江津
商店街

上越市全体

●小売業界の競争激化？

●消費者の「飽き」？

８８..効果効果 市民ニーズの充足市民ニーズの充足

19.3８位－-22.3 ５位
質の高い多様な文化、情報、商品が少ない
（買いたい商品、流行の商品が少ない）

38.9４位27.9 5位26.6 ４位雪が多く降り積もる

22.5６位--31.5 ３位福祉、医療施設が不十分である

19.1９位28.4 4位41.1 ２位道路、下水道など社会的基盤整備の遅れ

41.2２位46.7 1位45.0 １位魅力ある働く場が少ない

平成17年度平成14年度平成7年度項 目 （抜粋）

住民満足度調査結果住民満足度調査結果 （抜粋）（抜粋） （単位：％）

７７..まとめまとめ ～～地域経済の視点から地域経済の視点から

郊外大型店の立地郊外大型店の立地効果効果（商業機能の郊外化）（商業機能の郊外化）
「購買力の流出緩和」「市民ニーズの充足」「購買力の流出緩和」「市民ニーズの充足」
⇒一定の効果が認められる⇒一定の効果が認められる

しかししかし
購買力自体はいぜんとして減少。購買力自体はいぜんとして減少。
さらに、地域内での購買行動の移動が発生。さらに、地域内での購買行動の移動が発生。
⇒市内住民を客層とする以上、⇒市内住民を客層とする以上、

自ずと自ずと購買力の奪い合い購買力の奪い合いにに
⇒⇒全体の経済効果につながっていない？全体の経済効果につながっていない？
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この変化をみると、ある程度のインフラは充足されて

きたというふうに判断できると思います。 

 

 宅地の増加、そして人口の流出に伴いまして、住宅の

戸数が増えてまいりました。注目していただきたいのは

人口の部分です。一番下の線の部分になりますが、住宅

戸数が増えたのに対し、人口自体はそれほど増えていな

い。これによって、人が住む面積が広く薄く広がっただ

けということが分かります。 

 

 

 

これを、地区別に、面的に見ていきたいと思います。 

 地図で、一番上が直江津、その下が春日地区、一番下

が高田をマルで囲んであります。左側のグラフと合わせ

てみますと、真ん中が人口の総数ですが、1960 年から比

べるとほとんど増えていません。それに比べて、市役所

のある春日地区の人口は 5 倍に増えています。一方で、

高田・直江津地区、特に直江津の人口は半分近くに減っ

ている。こういったことを考えますと、合併前の上越市

は 13 万の人口だったわけですが、その人口が広く薄く

拡散したにすぎないということが言えると思います。こ

ういった市街地の拡散に伴いまして、必然的に行政コス

トの増加をもたらすことになってきます。 

 

上越市は非常に雪深いというイメージをもたれてい

る方が多いと思いますので、行政コストの増加を、除雪

費用を例に見てみたいと思います。 

最近 10 年間の除雪費用の平均は、試算では 1k ㎡あた

り 53 万 5 千円です。これを 1 人あたりのコストに換算

すると、2000 年の DID 地区人口では平均 121 円、2005

年の人口はまだ出ておりませんので試算になりますが、

約 122 円。1 円の増加が多いか少ないかという議論もあ

ると思いますが、この間、人口がそれほど減らなかった

関係もありまして、ご容赦いただきたいと思います。い

ずれにしても、人口が減れば相対的に一人当たりのコス

ト負担が増える。推計によると、この間は 150 人弱の人

口減ですから、逆の言い方をすれば、2000 年の行政コス

トを維持するためには、市街地に 150 人程度の新たな人

口を呼び戻さなければ、行政コストは膨らむ一方です。 

９９．検証（１）．検証（１） 「宅地面積と人口の増加」「宅地面積と人口の増加」
市 街 地 開 発 の 状 況
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（注）土地区画整理事業施行面積は、H2以降、1年ずつのずれがある
（出所）「住宅・土地統計調査」「国勢調査」「資産税課　地積調書」「上越市の都市計画」より上創
研作成

（1980＝100）
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人　口

宅地面積

土地区画
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地区別人口の変化　（1960＝100）
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1010..検証（２）検証（２）
市内の人口移動市内の人口移動

1111．検証（．検証（３３）） 増加する行政コスト増加する行政コスト
～除雪費用を例に～除雪費用を例に

市街地の低密度化進行市街地の低密度化進行 行政コスト増加行政コスト増加

（出所）上越市雪対策室資料などをもとに上創研試算
（算出方法）
○1人あたりコスト（全市）＝535千円／年×市の面積／市の人口
○1人あたりコスト（DID）＝535千円／年×DID面積／DID人口
○1人あたりコスト（DID以外）＝535千円／年×DID以外の面積／DID以外の人口
○2005年DID人口＝2005国調人口×（2000年DID人口／2000年市人口総数）
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 郊外の人口流出に伴って、固定資産税や都市計画税が

増えるからいいじゃないか、という声もあります。自治

体にとって固定資産税は財源として非常に大きいウエ

イトを占めておりまして、安定財源になっています。確

かに、これが多く入ってくるということは非常に望まし

いわけです。そこで、ある土地区画整理事業を取り上げ

てこれを試算してみました。整備にかかる事業費は税収

によってだいたい 10 年で回収でき、収支が合うという

考え方が一般的なようです。しかし試算では、10 年間で

事業費の 66％しか税収で回収できていないという結果

となりました。もちろん、事業の性格上、さらに長期間

での収支を考える必要もあると思います。また、投資効

果は税収だけにとどまるものではなく、そこに住む人が

労働面で地域経済を支え、次世代をはぐくむという効果

もあります。 

 

４.まとめ 

この行政コストについてまとめますと、かつてまとま

りのあった市街地は、現在では広く薄く拡散している。

この結果、行政コストの面では、人口が少なくなってく

れば除雪費用が増大してきます。良好な市街地形成を目

指した事業も、少なくとも税収として投資分を回収でき

てきたとは言いにくい。さらに最初に検証したように、

地域経済のプラス効果という部分でも疑問である、とい

うことです。 

 

 最後に、上越市のこれからのまちづくりについてです。

今回、これまでのまちづくりを【点】で振り返りました

が、今後はそれをひとつの【線】にしてキャッシュフロ

ー（資金循環）として再検証する必要があると思います。

つまり、地域経済を全体としてつなげて考えて、市街地

や大型店の郊外化が良いのかどうか、そして行政コスト

や税収にどう影響するのかという検証です。 

 これまでの分散型まちづくりを「全否定・全肯定」す

るのではなく、こうした検証を行ったうえで、今後、開

発と抑制のバランスを考えたまちづくりを進めること

が必要であり、またこうした検証によって、コンパクト

シティという考え方もより効果的で実現性の高いもの

になると思います。 

 

土地区画整理事業と税収
（D 土地区画整理事業を例に）

3.5
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事業費 税　収

（億円）

（注）１．税収は、平成６～16年の固定資産税・都市計画税を合計したもの
　　　 2．総事業費は約20億5千万円（上記は市の支出分＝17％）
（出所）「上越市における持続可能な財政運営」報告書より

固定資産税・
都市計画税
合計

10年で
回収率
約66％

事業費 税　収

1212．検証（．検証（４４））
投資効果投資効果……？？

合併前上越市・頸城区の都市計画

1133..まとめまとめ ～行政コストの視点から～行政コストの視点から

かつてまとまりのあった市街地はかつてまとまりのあった市街地は
現在では現在では「広く薄く」拡散「広く薄く」拡散 （現在も進行中）（現在も進行中）

行政コストでも、行政コストでも、
市街地の拡散に伴って除雪費用が増大市街地の拡散に伴って除雪費用が増大

現在の除雪コストを維持するためには、現在の除雪コストを維持するためには、

DIDDID人口を維持する必要がある人口を維持する必要がある
郊外住宅地の郊外住宅地の固定資産税収は、固定資産税収は、

これまでのところ投資分を回収できずこれまでのところ投資分を回収できず

（また、地域経済へのプラスも疑問）（また、地域経済へのプラスも疑問）

1144..視点視点 地域のキャッシュフロー分析へ地域のキャッシュフロー分析へ

今後のまちづくり今後のまちづくり－コンパクトシティ－－コンパクトシティ－
を検討するにあたっては、を検討するにあたっては、
今回の結果をつなげて考え、今回の結果をつなげて考え、
地域の資金循環として検証地域の資金循環として検証する必要があるする必要がある

分散型まちづくりの「全否定・全肯定」ではなく、分散型まちづくりの「全否定・全肯定」ではなく、

地域経済全体を見据えたうえで地域経済全体を見据えたうえで
開発と抑制のバランスを考えていく開発と抑制のバランスを考えていく


